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プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関する 

ワーキンググループ（第12回） 

令和４年４月27日 

 

 

【宍戸主査】  それでは、まだ構成員全員おそろいではないようではございますが、定

刻でございますので、ただいまより、プラットフォームサービスに関する研究会プラット

フォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するワーキンググループの第12回会合を

開催させていただきます。 

 本日も皆様、お忙しいところお集まりいただきありがとうございます。本日の会議につ

きましても新型コロナウイルス感染拡大防止のため、構成員及び傍聴はウェブ会議システ

ムにて実施させていただいております。 

 事務局より、ウェブ開催に関する注意事項について御案内がございますので、よろしく

お願いいたします。 

【丸山消費者行政第二課課長補佐】  事務局消費者行政第二課の丸山です。ウェブ開催

に関する注意事項を幾つか御案内させていただきます。本日の会合の傍聴者につきまして

は、ウェブ会議システムによる音声及び資料等のみでの傍聴とさせていただいております。

事務局において傍聴者は発言ができない設定とさせていただいておりますので、音声設定

を変更しないようお願いいたします。 

 構成員の方々におかれましてはハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外はマイク

をミュートにして、映像もオフにしていただきますようお願いいたします。御発言を希望

される際には、事前にチャット欄に発言したい旨を書き込んでいただくようお願いいたし

ます。それを見て、主査から発言者を指名いただく方式で進めさせていただきます。発言

する際にはマイクをオンにして、映像もオンにして御発言ください。発言が終わりました

ら、いずれもオフに戻してください。接続に不具合がある場合は、速やかに再接続を試し

ていただきますようお願いいたします。そのほか、チャット機能で随時、事務局や主査宛

てに連絡をいただければ対応させていただきます。本日の資料については、本体資料のみ

で資料１及び資料２となります。注意事項は以上となります。 

 なお本日、山本主査代理及び新保構成員は御欠席となります。また、生貝構成員及び石

井構成員は11時頃までの御参加となります。 
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 それでは、これ以降の議事進行は宍戸主査にお願いしたいと存じます。宍戸主査、よろ

しくお願いいたします。 

【宍戸主査】  はい、承知しました。それでは早速、議事に入らせていただきます。本

日はまず資料１－１及び資料１－２に基づき、野村総合研究所様より利用者情報に関する

技術動向などについて御説明をいただいた後、質疑応答を行います。それが前半です。後

半は、資料２に基づき、日本総合研究所様からスマートフォン上のアプリケーションにお

ける利用者情報の取扱いに係る調査・分析について御説明をいただき、質疑応答を行いま

す。最後に構成員の皆様から御意見等、時間があればいただき、それで終了ということを

予定しております。 

 それでは早速、アジェンダの１番目でございますが、株式会社野村総合研究所の南島様

より【資料１－１】利用者情報に関する技術動向及び業界団体による自主ルール等の状況、

及び【資料１－２】プライバシーポリシー等のベストプラクティス及び通知同意取得方法

に関するユーザー調査結果について、御説明をよろしくお願いいたします。 

【南島氏】  承知いたしました。それではお話をさせていただきます。資料１－１は、

技術動向と業界団体による自主ルールについて御報告をするものです。技術動向では利用

者情報がどのような形で取得利用されているか、実際にウェブサイトにはどのような情報

収集モジュール、タグが貼られているのか、プラットフォーマーの規制を受けて、どのよ

うな代替手段の検討が進められているのか調査をしています。 

 自主ルールの状況では、米国の業界団体NAIとグローバルで活動を行っておりますIAB 

PRAMの取組を取り上げました。調査対象としました利用者情報はスライドの１から３です。

「１）Cookie」と「２）と広告ID」は御認識のとおりですが、「３）位置情報」について

は様々な種類がある中で、本日の御報告ではブラウジングやアプリの利用を通じて取得さ

れる位置情報について取り上げさせていただきます。各利用者情報がどのような利用タイ

ミングで取得されるかは、こちらのページに記載しております。 

 では、まずCookieについてお話をいたします。Cookieがどのような形で取得されている

のかはよく御認識のとおりと思いますけれども、実際にはスライドの左側のデータ項目を

Cookieは含んでいます。Cookieの名称、有効期限、送信先のドメインとValueという項目

を利用しましてサイトの訪問端末を識別しています。 

 3rd Party Cookieを用いたリターゲティングの仕組みについて、おさらいをいたします。

まず左側ですけれども、真ん中の利用者が広告主のサイトを訪問した際に、サイトに埋め
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られたタグに基づきアドサーバへのアクセスが生じ、Cookieが端末に発行されます。その

後、右側になるわけですが、メディアのサイトを訪問した際に同様にアドサーバへアクセ

スが生じ、この際先に発行したCookieからアドサーバは利用者の端末が以前、広告主のサ

イトを訪問していることを認識し、専用の広告を配信します。メディアとアドサーバとの

やり取りの間には、細かくは７ページ目のような登場人物が出てまいりますけれども、本

日は割愛いたします。 

 利用者が行動ターゲティング広告を拒否する手段は２つあります。一つは「A：アドサ

ーバにCookieの利用停止を申し出る」。もう一つは「B：CMPによるCookieの利用に同意し

ない」、つまりそもそもCookie自体を発行させないというものです。厳密にはこれ以外に

アドブロックのブラウザを用いるといったことも想定されますが、本日は割愛いたします。 

 アドサーバに利用停止を申し出る際のユーザーインタフェースの例が、こちらになりま

す。業界団体が整備している横断的なオプトアウト機会というものもございます。 

 CMPによって、そもそもCookieを発行させない画面の一例はこちらです。このような行

動ターゲティング広告の実施に当たっては、JIAA様にて８つの告示事項を整理、公表され

ています。この中の⑦にオプトアウトの手段が含まれておりますが、今お伝えいたしまし

た２つの手段のいずれに該当するものなのかまでを御説明されている先は多くないと考え

ています。 

 次に、Cookie等を使ってどのように利用者情報が取得されているのかを御説明いたしま

す。近年、ユーザーインタフェースの高度化を目的として、ウェブサイトは様々な外部サ

ービスを導入するようになりました。こちらは弊社のコーポレートサイトですが、ここで

は、GoogleのウェブフォントサービスやYouTubeの動画再生機能を利用しております。こ

の際、私の端末は弊社のウェブサイトがあるサーバだけではなく、Google社のサーバにも

同時にアクセスをしています。 

 このように、訪問先とは異なるドメインへのアクセスを生じさせているサービスについ

て、DataSign様が昨年調査された結果がこちらになります。これは、日本国内の16万サイ

トを対象に行った調査ですが、外部送信サービスとして最も多いものは、広告目的のもの

であるということを確認しています。 

 19ページ目からが、個別のサービスのランキングです。最も導入率が高いものはGoogle

社のGoogleアナリティクスです。オレンジの網かけをしているものは、Google社のサービ

スになります。これらのサービスが3rd Party Cookieと合わさって、行動ターゲティング
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広告を支えています。先ほど、アドサーバにアクセスが生じてCookieが発行されると御説

明いたしましたが、外部送信サービスを提供する事業者のサーバがスライド真ん中の「ア

ドサーバ等」に該当いたします。 

 なお、導入率が高いGoogleアナリティクスがどのようにデータ送信しているかについて

は、この26ページ目に記載しておりますので御関心のある方は後ほど御確認ください。こ

こまでがCookieのお話でした。 

 次に、広告IDについて御報告いたします。アプリ、特に無料のアプリに多いのですが、

アプリ上のバナーをタップするとブラウザが立ち上がって広告のサイトに遷移します。こ

の際、スライドの下段のように一度見えない広告事業者のウェブページにアクセスした上

で、広告のサイトに遷移をしています。一瞬の出来事ですので、気付く利用者は少ないで

す。 

 このとき何が起きているのかと申しますと、広告事業者のサーバに端末に発行された

1st Party Cookieと広告IDが送信されます。これによって、この右側のように外部サイト

から集めてきた3rd Party Cookieと広告IDとが紐付き、場合によっては広告事業者が保有

する利用者自身の情報とも一意に紐付けることができます。このように収集されたCookie

は、広告IDを介して利用者本人と紐付きます。 

 ここまで少し駆け足でお話ししてまいりましたので、休憩がてら、脇道のお話をさせて

いただきます。先ほど、Googleアナリティクスの導入率が最も高いとお伝えいたしました

が、Google社はアナリティクスの利用企業に対して、アナリティクスを通じたデータの収

集処理の仕組みについて通知を求めています。単純なアクセス解析を行う場合と広告機能

も利用する場合とでは、求めている通知内容も異なります。ただ、Google社も通知を求め

るものの、どのように通知したら良いかは利用企業に委ねている状況にあります。 

 こうしたGoogle社の求める通知事項ですが、十分に対応できているサイト管理者はまれ

と認識しています。資料は東京都の環境局のCookieポリシーですが、真面目に通知事項に

対応するとGoogleアナリティクスの利用だけで資料のような説明が必要となります。 

 補足の補足として、Googleアナリティクスは、欧州ではGDPR違反として、利用停止の推

奨がされています。詳細は割愛しますが、Google社の米国サーバへのデータ送信が個人デ

ータの違法な越境移転と捉えられているためです。これを解決する方向性をGoogle社は今

後発表するとしていますが、先月、米国欧州間で合意されたプライバシーシールドに代わ

る取決めにも注目が集まっています。 
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 本論に戻ります。位置情報の取得利用に関する御報告です。アプリ経由で取得される位

置情報の多くは、OSがAPI経由で提供するものです。スライドでは、AndroidとiOSについ

て、それぞれAPIのパッケージを整理しています。 

 APIでは、優先的に利用する情報ソースを選択することができ、高精度のものであれば

GPSを、そうでなければ基地局の情報を利用するようにOS側でハンドルをしています。最

新のOSでは、位置情報の利用に関してユーザーへの２つの許諾を求めています。一つは情

報の利用タイミング、もう一つは精度です。 

 精度に関しては、いずれのOSも正確とおおよその２種類を設定しておりますが、各粒度

の大きさはOSによって異なっています。Androidの正確ですと数メーターから50メーター

に、iOSはそうではないということです。なお、OSベンダーはアプリ事業者に対する監督

や教育の機会も提供しています。 

 ここまで、アプリ経由の位置情報の取得についてお伝えしておりますが、アプリにSDK

を搭載して位置情報を取得するケースもございます。その際は、OSから提供された位置情

報が一度SDK事業者のサーバに送信され、その後必要に応じて情報を付加した上、アプリ

事業者に提供されるデータフローとなります。位置情報の取扱いは、OSベンダーやSDK提

供者による自主ルールに基づいて進められております。なお、資料上は一般社団法人LBMA 

Japan様の自主ルールについて非公開と記載しておりますが、今後公開予定と伺っており

ますので、その旨補足させていただきます。 

 ここまで既存の利用者情報について御説明させていただきましたが、3rd Party Cookie

廃止後の代替技術についても調査しておりますので、お伝えさせていただきます。2023年

後半にChromeで3rd Party Cookieの利用が廃止され、広告IDについてもオプトイン方式へ

の変更が行われていきます。3rd Party Cookieに代わる技術としてUnified ID、Googleの

Privacy Sandbox、データクリーンルームについてお調べをいたしましたので、御報告いた

します。 

 まずUnified IDですが、これは3rd Party Cookieに代わってメールアドレスをキーに情

報の紐付けを行う仕組みです。IABというグローバルなデジタル広告に関する業界団体が

推進するものです。ユーザーによるメディア等のサイトへのログインを前提としており、

またダッシュボード等によるオプトアウト機会の提供も検討されています。資料上は、48

ページ目にかけて関係の情報を整理しておりますので御確認ください。 

 次に、Googleが提唱するPrivacy Sandboxについて２つ御紹介します。１つ目はTopicsと
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いうものです。これは、ユーザーのブラウザにデータを蓄積して、表示する広告をカスタ

マイズするというものです。カスタマイズの基となる情報はトピックと呼ばれ、トピック

がどのように収集利用されるかは、資料の１から７までのステップに記載しています。こ

のトピックは、最終的に数千単位まで増加することが想定されています。 

 もう一つがFLEDGEという仕組みです。こちらはTopics同様にブラウザ上でのデータ処理

を想定するものです。 

 最後にデータクリーンルームについてです。これは3rd Party Cookieの代替技術として

紹介されることもありますが、中身を確認しますと、クローズドの事業者間での第三者提

供の仕組みであると認識をしています。ここまで、技術動向についてお話をさせていただ

きました。 

 次に、業界団体による自主ルールについて簡単に触れさせていただきます。利用者情報

に関する自主ルールは国内外問わず多数設定されていますが、本日はこの１～２年内に公

開されたものとしてNAIのCode of ConductとIAB PRAMを御説明いたします。各事業者団体

の関係性については58ページ目にまとめておりますので、後ほど御確認いただければと思

います。 

 NAIのCode of Conductですけれども、NAIという組織はNetwork Advertising Initiative

といいまして、デジタル広告企業のみで構成される米国の自主規制団体です。Code of 

Conductは2000年の初版から改定が重ねられておりまして、本日は2020年の改定版につい

てお話をいたします。 

 NAI Code of Conductの特徴として、広告コンテンツそのものの配信や配信結果のレポー

ティングは行動ターゲティング広告とは区別され、事業者による正当な利益として実施で

きると整理している点が挙げられます。資料上にありますテーラード広告という言葉が行

動ターゲティング広告のことを指します。 

 ここに各情報の取扱いにおいて、どのような通知、同意取得が必要なのかということを

一覧で整理しておりますが、資料上、 DIIとございますのが Device Identified 

Information、PIIがPersonal Identified Informationの略で、こういった広告配信そのも

のやレポート目的でのDII、PIIの利用はオプトインはおろか、オプトアウト機会への提供

対象となる取扱いからも除外をされています。 

 以前、本ワーキンググループの場において、GDPRではオンライン広告目的でのCookieの

利用に関してオプトイン、同意取得が必要であるとお話しいたしましたが、NAIのCode of 
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Conductでは、広告目的の中でもターゲティング広告を実施する場合と純粋なコンテンツ

配信や広告配信による効果のレポーティングを分けて、取扱いを変えてルールを定めてお

ります。 

 次に、PRAMの取組です。PRAMとは複数の業界団体、行動広告関連事業者の参加するパー

トナーシップです。このPRAMでは、４つのワーキンググループが活動を行っています。活

動の目的は、プライバシーに配慮したデジタル広告の実現です。本日の資料では、このう

ちのBusiness Practicesグループが公表しましたユースケースと、Technology Standards

ワーキンググループが公表した４つの規格について取りまとめております。ただ、いずれ

も参加団体の行動に影響を及ぼす具体的な内容までは紹介されておりませんので、本日は

資料の存在のみの御紹介等をさせていただければと思っております。では、ここまでが資

料１－１の内容でございました。 

 次に、資料１－２に移ってまいります。こちらは、今年の１月から３月までにかけて行

いました調査の報告です。調査の目的ですけれども、プライバシーガバナンスの高度化に

向けてどのような通知を行うべきか、どのようなプライバシー保護措置を講じるべきかを

明らかにするものでした。 

 まず取り組みましたのが、既存の事業者の方が行っているプライバシーポリシーやプラ

イバシー保護措置の内容の確認です。調査対象として、日本のユーザーの利用が多い16サ

ービスを取り上げました。 

 また調査の観点は、電気通信事業分野における個人情報に関するガイドライン（以下

「電気通信事業ガイドライン」という。）において示されている12項目としています。こ

れは検討途段階のガイドラインを参考に項目設定を行っておりますので、確定版と微妙に

内容が異なる点は御容赦いただければと思います。 

 確認の結果を御紹介いたします。まずプライバシーポリシーにおいて、取得される情報

の項目や取得方法を通知することをガイドラインでは求めておりますが、調査対象とした

一部の事業者様では、この取得する情報の項目と取得方法を併せて記載するという工夫を

採っておられました。この工夫が利用者の理解や安心にどのように寄与しているのかとい

うことについては、実際にユーザー調査を行いましてA/Bテストによる検証を実施してお

りますので、後段で御説明をさせていただきます。 

 同じように利用目的の特定・明示に関して申しますと、一部の事業者様において、各利

用目的に対して具体的な利用例を補記しているという工夫が見られました。通知・公表又
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は同意取得の方法、利用者関与の方法に関して申しますと、ユーザー自身によって開示手

続がとれる機能を提供されている事業者様がございました。情報収集モジュールやタグ等

の設置有無で申しますと、設置するモジュール等について個別に設置目的やオプトアウト

動線を明示している事業者様がございました。 

 プライバシーポリシーの変更を行う場合の手続で申しますと、過去のプライバシーポリ

シーを確認できる機会を提供されている事業者様がございました。利用者の選択の機会の

内容で申しますと、同意状況を一覧化し、必要に応じて撤回するダッシュボードを提供さ

れている事業者様がございました。最後ですけれども、ユーザーの理解を容易にするため

の工夫で申しますと、プライバシーポリシーとは別に分かりやすいユーザーガイドを提供

されている事業者様がございました。 

 繰り返しになりますが、この３ページ目、４ページ目の表にまとめている内容というも

のは、実際の事業者様のプライバシーポリシーですとかプライバシーセンターの内容を確

認いたしまして、ほかの事業者様にも取り入れていただくことが利用者の理解や安心に資

するのではないかと弊社が考えた工夫です。それぞれの該当例につきましては５ページ目

以降に記載しておりますので、後ほど御確認いただけますと幸いです。 

 なお、この該当例はいずれも今年の１月から３月までのものでございまして、その後改

正個人情報保護法の対応等により、現在のプライバシーポリシー等から変更あるものは御

容赦いただければと思っております。 

 さて、弊社において良いのではないかと考えた工夫が、実際に利用者の理解や安心に資

するものなのかということを、ユーザー調査で検証しております。特に記載上のテクニッ

クに該当するこの３つの工夫については、A/Bテストの形式で検証を行いました。こちら

のスライドの左側が調査票の構成です。利用者の理解や安心に資すると思われる工夫につ

いて、調査資材を作成し、その効果を検証いたしました。 

 まず、１つ目ですが、ユーザー自身により開示手続がとれる機能を提供することがどう

受け止められるか確認をしております。左の画像を実際のアンケート調査の際に提示をし

た上で、このように企業が取得している情報を自分自身で確認できる機能があるとしたら

利用したいと思いますかと質問して、利用意向を確認しました。また併せて、こういった

機能を提供することで企業に対する信用がどのように変わりますかという質問もしていま

す。 

 次に、プライバシーポリシーの改定に関して、過去のプライバシーポリシーを確認でき
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ることへの利用意向と、信用への寄与を確認しています。また同意状況を一覧化し、必要

に応じて撤回するダッシュボードが提供された場合の利用意向と、企業への信用の寄与を

確認しています。同じように、プライバシーポリシーとは別に分かりやすいユーザーガイ

ドを提供した場合の効果についても確認しています。次にABテストについて御説明します。

同じ人にAとB、工夫なしとありを両方見て回答いただくのではなくて、Aを見た場合の回

答結果とBを見た場合の回答結果を比較しています。その上で、この画像を見ていただい

た上で、企業の情報取得の状況についてこの内容を見て分かるかという質問をしました。

その後、続けて、分かる、分からないという回答の理由と、企業に対する信用への寄与を

質問しています。 

 利用目的についてです。こちらは個別の利用目的に対して具体例を補記するという工夫

を、このような形でA、Bに資材を作成しまして確認をしております。 

 最後に、情報収集モジュールやタグの設置に関する検証について聞いております。これ

は、そもそもこういったモジュール、タグの設置状況や、これらのモジュール等を通じた

情報取得の状況についての認知度を確認いたしました。その上で、設置するモジュール等

の目的やオプトアウト動線を個別に明示する工夫の効果を確認しています。１つおわびし

なければならないのですが、このモジュールの設置目的は調査資材においてきちんと明示

ができたのですが、オプトアウト動線については御覧いただいてお分かりになるとおり、

調査の中で十分な明示を図ることができませんでした。この資材の今後の課題も踏まえま

して、この後の調査結果を御理解いただければと思います。 

 では、結果に入る前に、調査対象者の状況について御説明をさせてください。今回は

2,000人の被験者をリクルーティングいたしました。調査対象者には、先ほど御説明した

資材に対する反応を確認する質問に加えまして、対象者御自身が利用者情報の取扱いに関

してどのような考え方をする人なのか、分類をする質問も行っています。本日はこの詳細

の説明を割愛いたしますけれども、利用者と呼ばれるものを一面的に捉えるのではなくて、

企業の情報利用に対する抵抗感が強い人、弱い人、またはネットサービスに対する自己効

力感が高い人、低い人と分類しまして、工夫を講じることの効果を詳細に分析するために

このような分類を行いました。 

 実際にこうした分類を行うことで、サービスの利用意向等が異なることも確認をしてい

ます。例を申しますと、自己効力感が高く抵抗感が強い利用者の方というものは、このセ

グメント１というのに該当するのですが、先進的なサービスの利用に対して意欲的な人た
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ち、ほかの利用者に比べて意欲的な人たちであることが確認できます。こういった人たち

というのは反面、自分の情報の使われ方にもシビアでして、情報の使われ方が気になって

サービスの利用をやめることがあるという質問に対しても、該当する割合がほかの利用者

に比べて高い状況にあります。 

 プライバシーポリシーの読了状況ですが、利用者全体で見ると全体の約４割の人がプラ

イバシーポリシーを読んでいると回答する結果は、消費者庁等によるほかの調査結果と同

じですけれども、今、申し上げた考え方の属性別に分類してみますと、抵抗感が強い人や

自己効力感が高い人ほど読了率が高いことも分かっております。 

 ではお待たせしました、調査結果になります。弊社が良いのではないかと整理した工夫

のいずれもが、利用者の理解や安心に資することが確認できました。ユーザーによって開

示がとれる機能は、半数の回答者が利用したいと答えています。また同意状況を一覧化し、

必要に応じて撤回するダッシュボードを提供する機能であったり、過去のプラポリを確認

できる機能というものは全体の６割が、プライバシーポリシーとは別に分かりやすいユー

ザーガイドを提供する場合においては、全体の７割の方は確認したいと答えております。 

 次に、A/Bテストの結果です。まず、取得情報と取得方法を併せて記載する工夫につい

ては、利用者の理解と企業への信用のいずれにもプラスの効果が見られることが確認でき

ました。 

 次に利用目的に具体例を補記する工夫につきましては、利用者の理解に資することが確

認できました。事業者への、企業の方に信用については、抵抗感が強い人には寄与するこ

とを確認しております。 

 最後に、設置している情報収集モジュールやタグに関する目的やオプトアウト動線を個

別に明示する工夫について、調査資材においてはオプトアウト動線の明示が十分ではない

状況にありましたが、サービス利用停止経験を有する利用者にとっては不十分な工夫だっ

たわけで、それでも企業への信用を大幅に高める効果があることを確認しております。 

 個別の調査結果についての詳細な内容が、次ページ以降になります。改めてですが、こ

のA/Bテスト以外の４つの工夫につきましては、こういったものが提供されたら利用して

みたいと思いますかであったり、提供されたら企業を信用できると思いますかという質問

をしています。 

 他方で、記載のテクニックに該当する３つの工夫につきましては、工夫がある場合とな

い場合のそれぞれの資材で調査を行っていまして、こういった工夫を行う場合、それぞれ
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見ていただいた上で内容を理解できるか、または内容が示されることで企業を信用できる

と思うかという質問をしております。 

 先ほど、A/Bテスト以外の部分は非常に利用意向が高かったとお伝えしましたが、その

具体的な数字がこちらになります。ユーザーによる開示ができる機能は約半数が、過去の

プライバシーポリシーが確認できたり同意状況のダッシュボードができることについては

約６割が、プラポリとは個別の分かりやすいユーザーガイドについては約７割が利用した

いと回答をしました。 

 個別のセグメントで見ますと、自己効力感が高く抵抗感が強いという利用者、このセグ

メントについては、企業は、ビジネスチャンスのある利用者でもありますので大事にすべ

きと思っていますが、この利用者に関してはいずれもどの工夫に対しても高い利用意向を

示しています。同様に企業に対する信用への寄与を質問、確認した設問においても、先ほ

どの利用意向と同じ傾向の結果が出ております。 

 では、A/Bテストの部分について、もう少し詳しく御説明をさせていただきます。これ

が、まず取得する情報の項目について、取得方法と併せて記載している工夫になるわけで

すが、左側が工夫なしのバージョン、右側が工夫ありのバージョンでした。全体で見ます

と、工夫ありと工夫なしとで大きな違いがないように見えます。左側が理解の度合い、右

側が企業への信用の寄与ですが、工夫なしと工夫ありとでは僅かに工夫ありの方が数値と

して高いという状況でした。 

 しかし、先ほどお話ししましたように利用者を分類して細かく見ていきますと、結果が

違うところが見てとれます。自己効力感は低いものの抵抗感が強い利用者、これはセグメ

ント３に当たるわけですが、この方たちというのは、悩める小羊のような利用者に当たる

わけで、こうした利用者ほど今回のこの取得項目と取得方法を併せて記載する工夫を講じ

ることで、内容がより理解できると回答をしています。 

 同じセグメントの方たちというのは、企業に対する信用の寄与も大きく上昇している、

この青いバーが信用できると答えた人の割合ですけれども、工夫がないバージョンだと約

35％に対して、工夫を行ったバージョンでは約47％の人が信用できると答えています。 

 次に、利用目的に具体例を補記する工夫についてお伝えをさせていただきます。左側が

工夫なし、右側が工夫ありのバージョンになります。これも利用者全体で見ると、大きな

違いが生じていないように見えます。ほとんど変わらないかと思います。 

 ですが、プライバシーポリシーを普段からよく読んでいる利用者、今回の調査でいうと
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ころのセグメント１、２、３に該当する利用者同士で比べてみると、工夫ありの方がより

理解ができると回答をしています。このように、全体で見るではなくて個別に利用者を分

解して確認していくと、利用目的に具体例を補記することによって、理解が深まっている

ことが確認できました。 

 最後に、タグ等の設置に関する設問の結果を御報告させていただきます。まず情報収集

モジュールやタグ等の設置状況に関する認知度ですけれども、こちらは全体で見ると３割

程度の方がよく知っている、何となく知っているという形で認知している状況でした。 

 セグメント別に分解してみますと、最も高いセグメントでも認知度というのは５割にと

どまっている状況であります。その上で今回は、このA、Bの資材を用いまして、工夫の寄

与の状況について確認を行いました。 

 こちらについて、まず率直に御報告をさせていただきますと、タグの名称や設置目的を

個別に示すだけでは、利用者の方の理解や信用には寄与しない結果となっています。工夫

がないバージョンよりも、あるバージョンの方が理解が落ちているところが見てとれます。

しかし、この結果をただうのみにすることはできないと弊社としては思っています。とい

うのは、タグ等の設置に関する認知度そのものが低いため、よく分からないことを細かく

説明されても余計に混乱してしまうということではないかと弊社は考えております。 

 その上で、裏づけとしての分析をこちらで行っていますけれども、先ほどセグメント１

の人は比較的リテラシーが高く、抵抗感が強いということを再三お伝えしておりますが、

その人たちが最も認知度は高く約50％であるとお伝えをしました。このセグメント１の人

たちで見てみると、先ほどの工夫ありのバージョン、個別にこういった形で明示したバー

ジョンで内容を理解できるか、企業への信用が上がるかと質問をした際に、企業への信用

という点で申しますと工夫ありのほうが信用の度合いが高まっていることを確認しており

ます。これは、赤い囲みがあるのがセグメント１の人たちになるわけですけれども、濃い

青いバーが工夫なしより工夫ありの方が伸びていることを確認いただけると思います。 

 同じ切り口で申しますと、ネットサービスの利用停止経験があると人とない人とで分解

して分析をいたしました。そうしてみますと、利用停止経験がある人にとっては、工夫あ

りのほうが企業に対する信用が増幅していることを確認しております。ですので、今回の

調査資材というのは、事業者の皆様に参考としていただく工夫を十分に反映させていただ

いたものではございませんが、部分的な工夫であったとしても、設置しているタグ等の名

称や設置目的を説明する工夫は、タグ等の設置状況についてよく理解できている利用者の
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方にとっては事業者への信用を高める効果があるものと結論づけております。 

 以上、長時間にわたりましたが、弊社による御報告を終了させていただきます。ありが

とうございました。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。大変詳細な、かつ興味深い御報告を南島様か

らいただいたと思います。それでは、ただいまの御説明、御発表について御質問あるいは

御意見がありましたら、チャット欄で私に教えていただければと思います。私から指名さ

せていただきます。 

 それでは佐藤構成員、お願いいたします。 

【佐藤構成員】  国立情報学研究所の佐藤でございます。南島様から御説明いただいた

内容は、本当に第１級、本当にすばらしい資料で、依頼案件とはいえ、ここまで丁寧に調

べていただくのは並大抵ではなかったと思いますので、南島様とNRIの皆様に深く感謝を

申し上げます。 

 ただ、その観点でいうと逆に良い資料であり過ぎるので、多分これは様々なところで利

用されると思われて、特に前半の内容に関しては、利用者情報全体ではなくて、かなりネ

ット広告に関わる内容になっていると思いますので、できれば事務局と御相談の上、資料

のタイトルにネット広告におけるという形で限定しておいた方が良いと思います。この資

料をもって利用者情報全体と見られるのは、逆に危険と思いますので、そこは事務局も含

めて御相談をいただければと思っております。 

 前半に関しては、本当に広告に関して非常に御丁寧に調べていただいていますが、逆に

言うと、位置情報に関してはGPSやビーコンや基地局情報以外にも様々な方法、例えばQR

コードの決済であったり、Bluetoothそのものを使うケースもあるため、今後追加の調査

というものを事務局で御検討いただければと思っています。 

 それから第２部ですが、これも本当にすばらしいもので、最近マーケティング、特に行

動経済学を利用した分野では自己効力感を利用することは言われているのですが、恐らく

ここまで丁寧に調べていただいた資料はなくて、特に自己効力感をパラメーターにとって

いただいた点と、説明することによって利用者の利用有無を判断するだけではなくて企業

への信頼・信用についても調査をしていただいた点は高く評価をするところなので、ぜひ

この結果を本ワーキンググループだけではなくて、NRIのコンサルティングにも使ってい

ただくのは当然ですが、様々な方法で社会に伝えていただくことが世の中のためになるか

と思っております。 
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 あまり指摘というより感想になってしまっていますが、以上でございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。今、佐藤構成員が御指摘になった「利用者情

報」というタイトルの問題は、本ワーキンググループの取り扱う範囲に対応して、こうし

ていただいているのだろうと思いますが、取扱いは事務局と私と南島様で相談をさせてく

ださい。南島様から何かコメントございますか。 

【南島氏】  いえ、佐藤構成員、過分なお言葉、誠にありがとうございます。半年間の

苦労が報われる思いでした。ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは次に高橋構成員、お願いいたします。 

【高橋構成員】  おはようございます。高橋克己です。本当にすばらしい調査だったと

思いますので、私からも南島様含め、皆さんに感謝申し上げたいと思います。 

 まず前半の調査ですけれども、とにかくCookieと位置情報の話だったわけです。それで、

改めて3rd Party Cookieの問題点とは何だったのかを考えていました。これは、人知れず

自分の履歴が管理されて広告に使われているようなことだと思っています。その意味でも、

世の中で様々進んでいる中で、かなり複雑なことが、少しでもやり方、仕組みというもの

が明るみに出たことは大きな成果だと思います。私も、今回の調査で初めて知ったような

内容が細かい部分に関してはありますので、そこを明るみに出してくれたことが、まず大

きな成果だと思います。 

 それで、利用者情報の保護という観点では、一定のデータ処理の適切さということが問

われると思いますので、その意味で、そしてそれは技術内容、それが本当に正しくやって

いるのかということと、あと基準等々に関するガバナンス、技術内容とガバナンスの双方

で評価されるものですので、それを継続して見ていく必要があると思います。ですので、

総務省において出していただいている定期的なモニタリングの必要性という姿勢は本当に

重要だと思っています。 

 さらにCookieの話でいうと、もちろん利用者情報の適切さということが狭義であるわけ

ですが、広い意味でいうと、結局ウェブ等々でどのようなエクスペリエンスがユーザーに

提供されているかが重要で、本人がどう扱われているのか、どういう広報を見させられて

いるのか、それにどう関与できるかなど、そういう複数の要素から利用者の実際のうれし

さや困り事というのは出てくると思っています。 

 ですので、これも何か評価すべき要素が今日聞いていてすごく多いことは分かったので

すが、例に挙げていくと目的です。ターゲティングなのか、効果測定、事業者として正当
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な業務とかいろいろなことがありました。 

 それから、個人として扱われるのか、集団として扱われるのかという論点がありました。

それから複雑な仕組みという意味で、誰が関与しているのかということが大きいです。そ

れで関与に関していえば、例えばGoogleはそのブラウザで処理するような方向になってお

り、これは良いことかと思いますが、本当にそうよくなっているのかとか、あるいはデー

タクリーンルームというものは、どのような意味でクリーンなのかとか、そういうことを

さらに明らかにしていく必要があると思います。Cookieに関しては以上です。 

 それで、あと位置情報ですが、これもスマートフォンの中でとても複雑なことが行われ

ていることを明らかにしていただいた点で、すごく意味があると思います。それで、スマ

ートフォンの中での位置情報の扱いは、一言で言うとスマートフォンがよしなに扱ってく

れていることだと思います。それは様々な理由があって、測位の手段が多岐にわたるとい

う点と、それを使い倒すと電池の持ちという問題が結構大きいですし、それからデベロッ

パー側の使いやすさというのもあるので、それを含めてよしなに行われているということ

だと思います。 

 それで、そのよしなというものが単なる測位だけではなく、場合によっては検索であっ

たり、スマートフォンの基本サービスにもたくさん使われているのが状況だと思います。

その意味において、GoogleとかAppleが邪悪であるような点は、現時点で見受けられない

と私は思っていますが、その位置情報の管理がプラットフォーマーに委ねられているのは

事実だと思います。ですので、これも技術内容とガバナンスの双方から見ていくと、定期

的なモニタリングという意味でもやっていく必要があると思います。こちらの調査も本当

にありがとうございました。 

 あと、急いで後半の調査についても簡単に感想を述べさせていただきます。これもすば

らしい調査なので本当に情報通信白書とか、そういうものも含めて残していってほしいで

すし、論文にもしてほしいので、論文を書くののお手伝いさせていただいても、立候補し

たいぐらいなのですが、それはともかく、きちんとさらに詳細を残していっていただきた

いと思います。 

 この結果は第一には、事業者が一生懸命やってきた努力というものを肯定する意味にお

いて良かったのではないかと思います。一方で、この自己効力感、抵抗感の強い人に関し

ては言っているけれども、そうでない人であったり迷える子羊のような人に関しては、

様々な困難さがあるということだったと思います。そのような人に関しても何か支援する
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方法というものの示唆があることにおいても、意味があったのではないかと思います。 

 長々となりましたが、感謝も含めて以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。今の高橋構成員のお話は基本的にコメントと

して承りました。お話しいただいた中で、２つのOSということとの関係でいいますと、昨

日デジタル市場競争会議から出された競争評価の中間報告も、非常に大きな話題になって

いると思いますし、また様々なところでの研究論文としての発信でいうと、総務省でも情

報通信政策研究所の情報通信政策研究などもありますので、そういったことも含めて、い

ろいろ御相談できればと思います。 

 それでは古谷構成員、お願いいたします。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。NACSの古谷です。皆さんおっしゃったように

利用者情報の取扱いに関しての業界動向、自主的取組の情報提供、調査結果というところ

で、現状の課題や、今後の方向性の示唆をたくさんいただいたと思っております。 

 私自身が十分理解できていない点もあるかと思うのですが、２点質問させてください。

まず１点目です。特に資料１－１の34ページを中心に、実際にGoogleが求める通知内容を

十分に満たす通知を行っているサイト管理者はごく僅かと書いていらっしゃり、そうだと

いうのが実感としてもありますが、利用者からするとCookieの同意画面で同意をせざるを

得ない、よく分からないでというところが実態の部分も大変多いと思います。資料１－２

の中で幾つかベストプラクティスを提示いただいたのですが、これに関してのベストプラ

クティスが分からなかったため、もしこれに関してのベストプラクティスがあれば教えて

いただきたいと思います。これが１点目です。 

 ２点目ですが、実際にここも同じようにページ32から34までのところですが、実際にサ

イト管理者が十分に通知を行っていないことが多いとおっしゃっているのですが、それで

は、Google側としてサイト管理者に対してどのような通知を行っていくかということを、

サイト管理者から報告を受けるような仕組み自体はあるのか、例えば報告を受けた上で課

題であるとか、今後の改善につなげることが可能だと思うのですが、そういうことが行わ

れているのかといったところを教えていただければと思います。 

 以上です。 

【宍戸主査】  はい。南島様、よろしくお願いいたします。 

【南島氏】  お答えさせていただきます。まず１つ目の御質問でございますけれども、

Cookieの利用に関する通知同意取得のベストプラクティスとしましては、本日御報告させ
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ていただきました、サイトに設置してあるモジュール、タグについて、個別に設置目的や

オプトアウト動線を明示するというものが、現時点のベストプラクティスであると思って

おります。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。 

【南島氏】  ただ、本日こちらについてもユーザー調査の結果をお伝えしたように、消

費者は、そもそもよく知らないところです。 

【古谷構成員】  そうなのです。 

【南島氏】  なので、まず企業の方がとれるベストプラクティスとしては、こうやって

個別に目的やオプトアウト動線を明示することによって、その企業への信用が高まる効果

が確認されましたので、それをやっていただくことにほかならないわけですが、それで全

てが解決されるかということではないと思っております。多面的な周知啓発が必要ではな

いかと思っております。 

 ２つ目の御質問ですけれども、Google社がどのようなことやっているかということにつ

いては、私も第三者の人間なのでよく分からないという前置きがあった上での御説明にな

りますが、何かアナリティクスの通知状況について、モニタリングを行って違反を指摘し

ているようなお話は伺ったことはありません。我々が外形的に調べる限りで申しますと、

そもそも利用規約上で、こういったオレンジの網掛けをしていますが、こういったことを

アナリティクスを導入するサイト管理者は通知しなければならないということまでは案内

していますが、それでは、どうやって通知したら良いかということに関しては、Google社

が提供されているこの説明ページをリンクしてくださいというのみでして、あとどのよう

な説明方法をするかについては、そのサイト管理者側に委ねられている状況だと認識をし

ております。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。報告までは求めていないということですよね。

外形からは分からないということですよね。 

【南島氏】  はい、そうだと思っております。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  それでは森構成員、お願いいたします。 

【森構成員】  御説明ありがとうございました。皆様おっしゃっていることですけども、

本当に感動的な調査内容だったと思います。南島様をはじめNRIの皆様、ありがとうござ

いました。 
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 2.5点ぐらいコメントをさせていただきたいと思います。一つは、ユーザーのタイプを

分けているところが画期的で、何でかといいますと、ベストプラクティスはいっぱいある

わけで、プライバシーポリシーとその周辺をどうするかについての工夫というのもいっぱ

いあるわけですけれども、その中からどういうものを積極的に採用して、どういうものを

工夫していくかを考えるときに、自分のサービスやコンテンツ等が大体どういうユーザー

層を獲得しているのかというところで判断がつくというのは、非常に画期的だと思います。

自分のところはこういうコンテンツだから、それでは、ここに刺さるような施策を中心に

やっていきましょうと作戦が立てられる、そういう意味で非常に画期的であったのではな

いかと思います。 

 もう一つは、タグと情報収集モジュールの認知度についての結果をお示しいただきまし

て、よく知っていると何となく知っていると合わせて全体で約３割ということでした。感

覚的にそうかとは思うものの、これだけ大騒ぎして３割かという印象を禁じ得ないところ

があります。 

 しかし、これはこういった御調査の公表、あるいは法改正に関する報道等を通じて、さ

らに広く知っていただけるものだと思っていますし、また知っていただくことによって規

制の必要性であったり、あるいはどういう規制が良いのか、今回の電気通信事業法の改正

で新たに外部送信規律が入ってくるわけですけれども、時代の変化に伴ってまたそれはア

ップデートされる必要があるのだということも、まずは知ってもらうことによって議論が

出てくるのかと思います。３割、何となく体感的にはそうかと思うわけですけれども、改

めて非常に少ないことを認識させられたということで、これも重要な調査結果ではなかっ

たかと思います。 

 最後に、調査の中身もすばらしかったのですが、南島様のお話は、「えーと」、「あの」

などが全然なく、テープを聞いているような、立て板に水でお話をされていました。これ

は多分、時間内に収めるために様々工夫をして練習をしていただいたのではなかったかと

思います。その点についても感謝したいと思います。 

 以上です。 

【宍戸主査】  森構成員、セグメント１を代表してありがとうございました。 

 それでは次に沢田構成員、お願いいたします。 

【沢田構成員】  ありがとうございます。森構成員が最後におっしゃったこと、全く同

感です。すばらしい調査結果とすばらしい報告を大変興味深く聞かせていただきました。 
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 私の感想と若干の提案ですけれども、調査結果を伺って、各事業者が苦労しながら様々

に工夫されている様子もよく分かりましたし、利用者から見てのベストプラクティスとい

う観点で御紹介いただいたのも、そのアプローチもとてもよかったと思います。 

 とはいえこの分野、まさにこの認知度のところで示していただいたように、実際に起こ

っていることと利用者が理解していることとのギャップがすごく大きい世界です。しかし、

技術的に難しい分野なんてほかにも幾らでもあって、自動車が動く仕組みだとか、テレビ

が映る仕組みだとかも知らないですけれども、普通に使えているというか、一々同意を求

められる場面なんてほとんどなくて使えています。何でここだけそうなのかという理由で

あったり、その良し悪しという理論的な整理は学者の先生方にお任せしたいと思うのです

が、ある程度理解していないと、この世界はやっていけないことは間違いないと思います

ので、現実に考えるとギャップは埋めなければいけないと思います。 

 私が感じていたところ、どんなに工夫された説明でも分からないと感じるのは、事業者

の御説明は主語が事業者だからではないかと思いまして、自分たちがこうやりますと言わ

れても、分からないところがあります。それがアプリについてと言われるともっと分から

なくて、アプリが位置情報を利用するだとか、アプリにマイクへの接続を許可するとか、

機械の動作を主語にしないでほしいというような気持ちで見ていて、この主語を利用者に

置き換えて、その基本的なところから御説明されたものというのが、事業者の努力とは別

に必要ではないかと思います。 

 例えば「私が」であったり、「あなたが」ウェブサイトにアクセスするということは、

どういうことか、何が起こるのか、そのほか、もしかしたら自分がアクセスしていると思

っているサイトとは違うところにもあなたの情報が行っていますとか、それをどうすると

分かりますとか、それをやめたいのだったらこういう方法があってとか、貼ってある広告

をクリックすれば様々なことが分かるのは理解できるのですが、それ以上のことまでは想

像がつかないのがリテラシーの低い層に一般的だと思いますので、そこの辺りを理解して

もらうための何か工夫が要ると思っています。それはウェブサイトへのアクセスもそうで

すし、アプリを利用することや、QRコードを読み込むということも同じ話があるのかと思

ったりします。 

 例えばですが、消費者庁でシェアリングエコノミー協会と一緒に「共創社会の歩き方 

シェアリングエコノミー」という冊子を公開されています。そのような、今御説明いただ

いた内容を３段階ぐらい分かりやすくしたものというか、利用者の目線で分かるように御
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説明いただいた資料を作っていただけると良いと思いました。 

 それは、本当に分からない人全員が理解できるように書くとなったらすごく難しいと思

うのですが、本当に困っている人が相談した際に、例えば学校の先生であったり、消費者

相談の相談員がそれを見たら理解して、ある程度説明してあげられるようなもの、その辺

りのレベル感で作っていただけると良いのではないのかと思いました。感想です。 

 以上です。ありがとうございました。 

【宍戸主査】  大変貴重な御提案をありがとうございました。メディアリテラシーとい

いますか、リテラシーの向上のために、政府であったり、様々な事業者団体、あるいは事

業者自身が何ができるかを考える上で、非常に重要な御指摘だと思いますし、今後本ワー

キンググループにおいても議論させていただければと思います。 

 それでは太田構成員、お願いいたします。 

【太田構成員】  ありがとうございます。まず、このようなすばらしい調査をしていた

だきましてありがとうございます。皆さん、おっしゃっていることですけれども、非常に

有用な調査だと思っていますので、ここだけではなく様々なところに、この情報・調査結

果が広がるようになっていけば良いと思っております。 

 ただ、主に調査結果についてのコメントですが、見方によっては自己効力感が低くて抵

抗感が弱い人に関して注目をすると、開示請求できる画面があろうが、同意のダッシュボ

ードが提供されようが、それに対する利用意向も低く、企業に対する信頼度も上がらない

という結果に見えてしまって、例えばそこだけを見ると、「こういうものを提供したとこ

ろで意味ない」みたいなことを言ってしまう人もいるのではないかと思います。それをそ

のまま受け取ってしまうのは良くないというのは御説明の中でもありましたが、恐らく自

己効力感も低く抵抗感が弱い人というのは、こういったデータ利用に関してあまり自分ご

とにできていないのではないかという気がしています。 

 例えば、ここで利用意向も低く信頼度も上がらないという人が、いざ自分が例えば過去

に起きた内定辞退率問題のまさに対象者になったということになると、全く結果は変わっ

てくるのではないかと思います。いきなり抵抗感が強い人に変わってしまったりですとか、

今はあまり興味もないし、どうでもいいと、むしろ何も説明されずにそのまま使えるほう

が良いという人がいるのだと思うのですが、それをそのまま受け取ってしまうのではなく、

その人たちが実際に対象者になった際にどのように感じるのか、そういったところをきち

んと考えながら対応を行っていく必要があるのではないかと思っております。 
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 ただ、自己効力感が強くて抵抗感が強い人に関しては、開示できたりですとか、利用者

自身がコントロールできるところは利用意向もあるし、信頼度向上に意味があるところは、

きちんと示すことができており、重要な示唆かと思っております。 

 次に個別ですけれども、資料１－２の81ページ目のものですが、外部サービスの名称を

示すところで、こちらは理解度に関しても信用の寄与に関してもあまり上がっていないと

ころで、その後の説明で自己効力感が高い人に関しては、信頼が上がっているという話が

ありましたけれども、僕は正直に言うと、この一覧で公表するだけではほとんど意味がな

いという結果だろうと思っております。要するに、外部に送信されていること自体も知ら

ないし、それを一覧で示されたところでどうしろというのみたいな、特に利用意向という

か、あったほうが良いとも思わないし、信頼度も上がらないということになることは、要

するに公表するだけではほとんど意味がないということだと思っています。 

 ここではオプトアウトの動線については調査できていないが、先ほどのきちんとコント

ロールできたりすることに関しては、利用意向も信頼度向上に寄与しているところを考え

ると公表するだけでは意味がないですが、そこに対してきちんと利用者がデータの収集に

関してオプトアウトができるとか、コントロールできるようにすることが加わると、また

結果も変わってくるのではないかと感じております。 

 要するに言いたいこととしては、僕がこの調査から思ったこととしては公表だけでは意

味がなく、きちんとコントローラビリティを持たせることが重要であることを感じたとい

うことでございます。 

 以上、コメントです。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。それでは次に寺田構成員、お願いいたします。 

【寺田構成員】  お世話になります。もう皆さんと同じように、今回の調査に関しまし

ては非常によくできているもので、参考になると思っています。この領域は非常に変化が

大きいですので、今回だけで終わりということではなく、ぜひ続けていただきたいと思っ

ています。毎年どれぐらい改善が進んだのかといったところを見る上でも、非常に良い調

査かと思っています。 

 私の意見につきましては、実は高橋構成員、沢田構成員、先ほどの太田構成員からも既

に御指摘があった件なので、あまり目新しい部分はないですが、自己効力感が低く抵抗感

が弱い方というのが、企業が工夫をすると結果的にはかえってマイナスになっている場合

もあるということは、しっかりと原因を究明する必要があるのだろうと思っています。 
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 感覚的にはそういった方たちにとっては余計なもの、うざいもの、かえってだまされて

いるのではないかと思うとか、そういったことも想定されるような気はします。しかし、

本当にそうなのかというところもきちんと調べておく必要があるのかと思っています。 

 その上で、ここでの議論と大体ほとんどがそうですが、こういった方たちではない方、

関心の強い方を対象にした検討、議論というのが中心になってしまっていたというのを、

私自身も反省しております。こういった関心のない方たちというのが、今後もし増えてい

くとかになると非常に問題になってしまいますので、こちらに対する議論というのを、今

後ぜひ続けていっていただきたいと思っています。 

 私からは以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは次に板倉構成員、お願いします。 

【板倉構成員】  ありがとうございます。皆さんおっしゃったとおり、極めてすばらし

い結果なので情報通信白書にぜひ載せていただきたいと思いますが、簡単に3つぐらいあ

ります。まず資料１－１で、最後に海外の動向を載せていただいておりまして、ページ98、

99もありますし、Cookieについての規制も最後まとめていただいたのですが、ヨーロッパ

は常識的な範囲を超えて厳しいところがありますので、この辺りは恐らく欧州司法裁判所

までやるでしょうから、最後まで見てから我が国も対応を考えたほうが良いと、決定のレ

ベルであまり振り回されない方が良いかと思いました。 

 それから資料１－２は、先ほど太田構成員にかなり言っていただいたのですが、太田構

成員はそこまではっきり言わなかったので私が多少付け加えるとすると、まず63ページに

まとめていただいたとおり、皆さんが工夫してきたことというのは効果があると、これは

今度の電気通信事業法の改正の省令及びガイドラインでさらに具体化するのですが、どこ

かに入れたほうが良いと思います。そのまま載せるわけではないですが、ここまで確実に

７割近く信用に寄与すると言っている結果は、「必ず役立ちますよ」と、「やることは無

駄ではないですよ」というのは、少なくともガイドラインレベルでは入れたほうが良いと

思います。 

 もう一つが致命的ですが、次のページの結果です。これが非常に大変で、今度の電気通

信事業法をかなり省令検討事項に落としていますので、どのような形で通知するのか、ど

のような形でオプトアウトさせるのか、オプトアウトは省令検討事項になっていなかった

かもしれませんが、通知のところは省令に落ちていますので検討することとなります。そ

の際に、先ほど太田構成員からも指摘があったように、厳しいのは、ずらっと並べても意
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味がないということです。あのまま今回の法改正が成立して、ずらっと並ぶようになるの

は意味がないということが割とはっきり出ているわけです。 

 しかも、このA/BテストのBはメジャーな事業者ばっかり並んでいてこの結果ですから、

実際は広告関係の事業者はBtoBで見たって分からないと思います。Cookieの一覧って皆さ

ん、じっくり見たことありますか？これ、下の２つは、AdXやAdjustと出していただいて

いますが、ほぼ分からないです。みんな知らない会社ばっかり並んでいるので、より一層

並べても意味がないことが分かってしまったと思います。しかも３割の人しか読んでない

ので、この７割の人に読んでもらって、しかも意味があることを義務づけないと、意味が

ないことを事業者に強いることになるので、そこを工夫しながら省令、ガイドラインを検

討しないと、せっかく電気通信事業法に規律を入れるわけですから、効果的なものに、こ

んなふうなことを義務づけたら、みんなが広告モジュールやCookie等に気付いて、選択の

権利が確保されるとしないといけないんです。 

 一番良くないのは、今回の発表で分かったように、みんながこの一覧をずらっと載せる

ようになりますと意味がないということですので、それを踏まえて下位法令及びガイドラ

インを、ガイドラインのところは我々も議論しなければならないわけですが、やらせてい

ただきたいと思います。ありがとうございました。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。その他、退出されましたけれども生貝構成員

から、皆様に対する御礼と、それから石井構成員から、この認知度の３割をどの程度上げ

られるのかと、企業努力によっても認知度が上がらない場合には、通知説明の分かりやす

さやベストプラクティスの限界を示すことにもなり、今後の政策の在り方に影響するだろ

うと思われますというコメントを残されていました。 

 逐一ということではありませんが、南島様から何かコメントないし打ち返しがあれば、

手短にいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

【南島氏】  いいえ、特段ございません。皆様の御理解に役立つのであれば、何よりで

す。本日はありがとうございました。 

【宍戸主査】  本当にありがとうございました。私からも御礼を申し上げたいと思いま

す。 

 それでは、次のアジェンダに進ませていただきたいと思います。アジェンダの２、スマ

ートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る調査・分析につきま

して、株式会社日本総合研究所の小竹様より御発表をお願いいたします。 



 －24－ 

【小竹氏】  それでは、日本総研の小竹から発表させていただきます。資料を提示させ

ていただきます。 

 それでは、スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る調

査・分析というところで、こちらは2021年12月から2022年３月まで実施した調査結果の報

告書になります。 

 大きく本日報告する内容は２つになります。１つ目がスマートフォン上のアプリケーシ

ョンの利用者情報の取扱いの調査というところで、具体的にはプライバシーポリシーの掲

載状況等の調査状況になっておりまして、こちらは毎年定点調査をしているものになって

おります。今年で９回目の調査になっております。 

 ２つ目がアプリマーケット運営事業者の規約等の整理になっておりまして、スマートフ

ォンのアプリケーションの開発者に対して、Google、Appleがどのように利用者情報の取

扱いの通知等を規約で定めているのか、またそれが直近10年間ぐらいでどのように変遷し

ていったのかを時系列でまとめたものになっております。 

 まず、アプリケーションのプライバシーポリシー調査から御説明いたします。調査の対

象といたしましては大きく２つございます。１つ目がスマートフォン上のアプリケーショ

ンであり、もう一つがその中に組み込まれている情報収集モジュール提供者のプライバシ

ーポリシーとなっております。 

 メインはスマートフォンのアプリケーションになっておりまして、Android、iOSのトッ

プ人気アプリ100ずつと、あとは新着アプリ50ずつで計300のアプリのプライバシーポリシ

ーについて調査をしております。情報収集モジュール事業者のプラポリに関しては、国内

事業者と海外事業者でそれぞれ10社ずつ抽出をして調査を実施しております。 

 具体的な調査の内容につきましては８つございます。１つ目が、そもそもプライバシー

ポリシーが作成されているのか、それがどういう場所に掲載されているのかというところ。

２つ目が、その中で「スマートフォン プライバシー イニシアティブ」で示されている

８つの記載項目がしっかりと記載されているかどうかというところ。 

 ３つ目がもう少し細かく見まして、Androidに関しては事前にそのアプリが電話番号、

メールアドレス、位置情報、アドレス帳等を取得する可能性があるかどうかが分かります

ので、可能性があるアプリに関してはプラポリの中で電話番号、メールアドレス、位置情

報、アドレス帳等を取得することがきちんと明記されているかというところを調査してお

ります。 
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 ４つ目がプライバシーポリシー、全文ですと非常に長く読みにくいところがございます

ので、その概要版、主要なポイントだけを絞ったような、まとめのようなものが作成公表

されているか。 

 ５つ目が、プライバシーポリシーの改定状況、改定日等が記載されているか。 

６つ目が、アプリ開発者の国籍を調べることで、この日本の開発者と海外の開発者で何

か傾向の違いがあるかというところを分析しております。 

 最後の７つ目、８つ目に関しては、前半部分の野村総研様の発表にも関連するところで

すが、プライバシーポリシーや利用者情報の取扱いに関して分かりやすい通知・同意取得、

逆に分かりにくい通知・同意取得をしているようなアプリがどのくらいあったのかを調査

しております。 

 調査内容が多岐にわたりますので、ポイントだけ絞って御説明させていただきます。ま

ず、ここからは人気アプリの調査結果になります。人気アプリについてプラポリの掲載率

ですが、こちらの全体の一番右側を見ていただければと思うのですけれども、Android、

iOSともに今年初めてプライバシーポリシーの掲載率が100％になりました。ですので、

Google PlayもしくはApple Storeの紹介ページ、もしくはアプリ内のどちらかには必ずプ

ライバシーポリシーが掲載されている状況になっていたところです。 

 次にこちら、少し分かりにくいですけれども、そのプライバシーポリシーの内容を読み

まして、プライバシーポリシーが何を対象として記載されているのかを分類したものにな

っております。 

 総務省が発表されたスマートフォン プライバシー イニシアティブにおいて、推奨と

しては個々のスマホアプリごとにプライバシーポリシーを用意し、このアプリだとこのよ

うな情報がとられる、第三者に提供する、しないというところを明記することが推奨され

ておりますので、スマホアプリ専用のプライバシーポリシーがあるのか、そこまではいか

なくても会社又はサービス全体、例えばFacebook、LINE、全体のサービスでは、このよう

なプライバシーポリシーであるということが明記される形になっているのか。それよりも

低いレベルになってきますと、過去に作ったようなウェブサイトのプライバシーポリシー

であったり、抽象的な個人情報保護方針を載せているだけというものもございますので、

分類をしております。 

 この会社サービス全体のプライバシーポリシーに関しては、スマホアプリをしっかり意

識した記載になっているものと、そうではなくてウェブサイトですとかキャンペーンです
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とか採用ですとか、本当に会社全体の個人情報ですとか、利用者情報の取扱いを掲載して

くるケースもございますので、そこは分けて分類しております。 

 ですので、このC－１まで、ABCこの緑のところまでの割合がきちんとスマホアプリを意

識した記載になっているところの見方になりまして、そういう見方になりますとAndroid、

iOSともに全体の約８割がスマホアプリを想定した記載になっているところになっており

ます。 

 こちらはアプリ内での掲載階層というところ、トップ画面から何タッチでプライバシー

ポリシーを見られるかですが、およそ８割前後で３タッチ以内でプライバシーポリシーが

見られるような状況になっております。 

 次にSPI８項目の記載率というところで、ここに示した８項目について、プライバシー

ポリシーの中でどれぐらい記載されているかというところを示したものになっております。

基本的に人気アプリに関しては、この青色で塗ってあるような重要と考えられるような項

目に関しては高い記載率になっております。 

 次に、プライバシーポリシーの改定履歴というところですが、人気アプリにおいては全

体の１割から２割ぐらいまでは、改定日の一覧だけではなくて改定内容ですとか過去版へ

のリンク、プライバシーポリシーの過去のバージョンも見られるような状況になっている

ところになっておりますし、改定日、これがいつ作られたものなのかというところは、全

体の約７割以上のアプリでは見られるような状況になっております。 

 次に新着アプリのプラポリの掲載率というところになっております。新着アプリに関し

てはAndroidで92％、iOSで80％というところで、人気アプリに比べると低い数値ですが、

それでも個人の制作者が作っているようなアプリにおいても、８割以上のアプリはプライ

バシーポリシーを掲載はしているところになっております。 

 内容に関しましても、Androidの場合ですと８割近くがスマホアプリを意識したプライ

バシーポリシーを掲載しておりますし、iOSに関しては若干昨年度から割合は下がってい

るのですが、６割程度はスマホアプリを意識したプライバシーポリシーを掲載している状

況になっております。 

 プライバシーポリシーの掲載階層に関しては、新着アプリは基本的に個人が開発したも

のが多く、単純なアプリが多いため、プライバシーポリシーの掲載階層についてはトップ

画面にリンクがあったりですとか、２タッチ、３タッチでほぼいけるような状況で、見や

すい場所には掲載されているような状況になっております。 
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 SPI８項目の記載率というところですが、人気アプリとの比較というところで見ますと、

赤の不等号があるところは人気アプリと比較して５ポイント以上記載率が低いところにな

っております。ですので、新着アプリに関しては記載の内容の質に関しても、人気アプリ

には及ばない状況なのかというところです。 

 Androidに関しては、この青の太文字のところは昨年度から大きく改善している部分に

ついて、全体的に改善傾向にあるのですが、iOSは逆に改善した項目もあれば記載率が下

がった項目もございますので、新着アプリに関して質は上がっている、もしくは下がって

いるようなところもあるのかというところになっております。 

 改定履歴に関しては新着アプリにおいて、過去版ですとか改定日の一覧を記載している

ものはほぼなく、直近の改定日を記載しているものが全体の３割から４割程度まで、逆を

言えば残りの約７割は何も、いつ作られたものですとか、そのようなことすら記載されて

いない状況になっております。 

 こちらがAndroidにおいて、プライバシー性の高い電話番号、電話帳、位置情報、アド

レス等を取得し得るアプリがどのぐらいあるのか、そのアプリの中で、取得し得る個別の

項目に関してプライバシーポリシーで記載があるかという調査を実施しました。その結果、

人気アプリ・新着アプリともにプライバシー性の高い電話番号、電話帳、位置情報、アド

レス等を取得し得るアプリの割合は増えているのですが、そのうち、プライバシーポリシ

ーで取得する旨を記載しているアプリの割合も増えておりますので、ユーザーのプライバ

シーに関する配慮はなされているのかが読み取れます。 

 概要版に関しては、人気アプリでも４％から６％まで、新着アプリですと０％から２％

までというところで、概要版を作成している事業者はほぼいないような形になっておりま

す。この４％から６％までも、ほぼ決まった事業者に固定されておりまして、なかなか概

要版の作成は浸透していないところになっております。 

 こちらが総括の調査結果になっておりまして、今回の調査結果を大きく４つの達成基準

に分けて、どこの基準まで達成しているアプリが何割あるのかを示しております。１つ目

が、そもそもプラポリが掲載されているのか、２つ目がSPI８項目の中で重要と考えられ

る提供者名、取得される情報、利用目的、第三者送信の有無というところが記載されてい

るか、次にSPI８項目全てが記載されているか、４つ目の最後、一番上の基準として、基

準３を満たした上で概要版が作成されているかというところになっております。ここの基

準４まで達成しているアプリはAndroid、iOSともに人気アプリですと４個から５個まで、
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新着アプリですとそこまで達成しているアプリはないような形になっております。 

 調査結果の総括ですが、人気アプリに関しては基本的には掲載率も100％ですし、SPI８

項目の記載率も高く、アプリを意識したプライバシーポリシーの割合も高いため、一定の

水準に達したと考えております。ただ、新着アプリに関しては、まだ人気アプリに比べて

低いところがございますので、個人の事業者であるとか、小規模の事業者に対する意識の

向上は重要なのかと思っております。 

 ただ一方、人気アプリ、新着アプリともに概要版の記載率は低いですので、利用者が容

易に、自分たちのスマホアプリから取られた情報をどう取扱いされるのかが分かるかとい

うと、そういうわけではありませんので、そこの改善は、今後も重要な課題の一つなのか

と考えております。 

 次に、情報収集モジュール業者のプライバシーポリシーの調査については、n数10です

ので、統計的なところは少し担保できない一方で、一番顕著に国内事業者と海外事業者で

差が出ているのが、掲載されているプライバシーポリシーの内容になります。 

 海外の事業者に関しては、情報収集モジュールを意識したプライバシーポリシーが全て

の事業者で掲載しているのですが、日本の事業者になりますと情報収集モジュール用のプ

ライバシーポリシーが用意されておらず、会社サービス全体の採用ですとか、ウェブペー

ジの問合せですとか、簡単に言えば個人情報取扱いのものを載せているだけの事業者もご

ざいますので、この辺りは意識の向上が必要かと思っております。その結果が、海外事業

者の方が記載率が全体的に高くなっているような結果にも表われていると思います。 

 次に、アプリ開発者の国籍に関する調査というところで、先ほどの人気アプリ、新着ア

プリの調査結果を国内のアプリ開発者、海外のアプリ開発者に分類した上で、調査結果を

主要な項目だけ比較しております。プライバシーポリシーの掲載率に関しては、そもそも

掲載率がほぼ100％であり、高い水準にございますので、国内海外での差はない状況にな

っております。 

 次に、海外国内で差が出たところが、先ほどの情報収集モジュール提供者と同様にプラ

イバシーポリシーの内容の分類のところになっております。海外の事業者のプライバシー

ポリシーに関しては、基本的に全てスマホアプリを意識した記載、AからC－１までに該当

する形になっております。逆に国内の事業者のプライバシーポリシーに関しては、いまだ

にという言い方はあれですが、会社全体の個人情報の取扱いのプライバシーポリシーを載

せたりですとか、過去に作ったようなウェブサイトにおけるプライバシーポリシーをアプ
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リケーションの紹介ページのリンクに載せているような事業者が、まだ一定数残っている

ような形になっております。 

 その結果が、SPI８項目の記載率にも変化が出ており、特に差が出るのが取得される情

報の項目であったり、取得方法に関しての記載率に大きく差が出やすくなっております。

一般的な個人情報の取扱いのものになりますと、「個人情報を取得します」という書き方

をされていることが多く、それでは具体的に個人情報の中でも、利用者情報の中でもどの

ような情報をどのようなタイミングで取るのかというところは記載されておらず、海外の

事業者のプライバシーポリシーですとそこが明記されているものが多いのですが、日本国

内の事業者ですと一部、そこが記載されないものが目立ってくるというところになってお

ります。 

 次に、利用者情報の取扱いに関する分かりやすい通知に関する調査結果になっておりま

す。今回、大きく階層的な通知、プライバシーポリシーは非常に全文が長いですので、少

し事例を示しますとこういう形で目次があって、クリックすれば自分の興味のあるところ

が読めるようになっていたりですとか、最初に重要事項を取りまとめてここを読めば大筋

は分かるような階層的な通知がされているとか、ただ先ほど野村綜合研究所様の発表であ

ったとおり、アイコン、イラスト、動画等を利用した別の説明ページがあるのかというと

ころ、あとはアプリケーションの中での個別の同意取得というところで、アプリケーショ

ンを立ち上げたときにプライバシーポリシーをポップアップで同意を取得したりですとか、

もしくはさらにもう一歩踏み込みますと、特に重要な情報に関しては個別に情報、同意を

取得している事例があるかというところ、あとはダッシュボードによるプライバシー選定

というものを、この大きく４つの項目につきまして人気アプリ、新着アプリの中であるか

どうかを調べた形になっております。 

 結果といたしましては、新着アプリにおいては、プライバシーポリシーをポップアップ

で最初に同意を取得する以外の工夫は見られなかったところになっております。人気アプ

リに関しては、一部の事業者に限って実施しているところが見られておりまして、具体的

には事業者を示しているのですが、見ていただければ分かるとおり、基本的には大手事業

者掛けるIT系ですとか、通信キャリアが中心となっております。 

 次に、アプリのプライバシーポリシーの利用者の権利を妨げる恐れというところになる

のですが、様々見る中で、これは少し問題だと考えたものが大きく２つございました。１

つ目は、先ほどアプリケーションを立ち上げた際にプライバシーポリシーへの同意の取得
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のポップアップが出るのですが、そこに最初から同意のところにチェックマークがついて

いるというものです。なので、何げなく押してしまうと、勝手にプライバシーポリシーに

同意したことになってしまうようなつくりになるものが、新着アプリではなくて人気アプ

リのところに数アプリあったところです。 

 ２つ目が、日本語以外の言語でプライバシーポリシーが記載されているというものです。

こちらが顕著に出たのが新着アプリでして、新着アプリ、Androidの場合ですと全体の半

分以上が英語もしくは英語以外、日本語以外のもので記載されている、iOSに関しても全

体の３割は日本語以外の言語でプライバシーポリシーが記載されておりますので、これが

本当に一般ユーザーにとってユーザーフレンドリーかというと、そういうわけではないと

思います。確かにGoogle翻訳等で簡単に翻訳できる時代ではございますけれども、それを

前提にするのもどうなのかというところです。こちらが、まずは前半のアプリケーション

のプライバシーポリシーの調査結果になっております。 

 次に、２つ目の調査結果であるGoogle、Appleのアプリマーケットの運営事業者の規約

等の整理になります。こちらはGoogle、Appleが公開しているデベロッパープログラムの

ガイドラインを参照し、アプリケーションのユーザーデータの取扱いの規約について、こ

の枠組みで整理を行いました。ユーザーへの通知方法、通知内容で、どのような形で義務

づけ、どのようなことを開発者に求めているのか、データ取得の取扱い、それを破った場

合の規約、また特定の条件に該当するアプリに関しては、Google、Appleとともに個別に

規約等を定めておりますので、そちらも整理しております。 

 ポイントだけ説明いたしますと、プライバシーポリシーに関する規約に関しては、

Apple、Googleともに全てのアプリに対して義務化という形に足並みがそろったところで

す。Googleに関しては、今年７月から義務化というところになっておりますので、正確に

言いますと今年７月から、Google、Appleともに全てのアプリに対してプライバシーポリ

シーの設置を義務づけるところに代わります。 

 必須項目としては、収集するデータの種類やデータの収集方法、データの用途、共有先、

あとは保存削除のポリシー等は必須としておりまして、それ以外の項目で若干Google、

Appleで違いがあるところになっております。 

 次に、アプリが収集共有する情報のアプリ紹介ページや個別通知に関する規約とあるの

ですが、こちらは2020年12月からAppleが始めた取組ですけれども、アプリの紹介ページ

で簡単にアイコンを用いて、このアプリがどういう情報を何のために取得するのかが見え
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るようになりました。こちらは、アプリ開発者にアプリを申請する際にその情報を自己申

告させて、自己申告の情報に基づいて自動で作られる形になっております。そちらが

Googleも今年７月から義務化をして、実施される形になっておりますので、そこに関する

規約という形になっております。 

 ただ、こちらは自己申告制ですので、Appleが2020年12月に実施した際に、米国の新聞

社等が本当にアプリ内で取られる情報と個々の申請内容が合っているかというチェックを

したところ、合っていたのは全体の５割程度で、残りの５割は完全には一致していなかっ

たというところで、その辺りは引き続き今後の課題となっております。 

 次に、データの収集、保存、使用に関する規約というところですが、基本的にはデータ

の収集、保存に関してはユーザーの同意取得ですとか、必要最低限の取得というところが

Google、Appleともに必須になっております。Appleに関しては、その中で簡単な同意の撤

回オプションの不可というところも義務づけているところが、特徴的なところです。 

 次に、特定の条件に該当するアプリに対する規約というところで、こちら、Google、

Appleともにまずは子供を対象としたアプリに関しては、それぞれ別の規約がございます。

こちらはCOPPA法ですとか、GDPRの中で子供に関するところはより厳しく定められており

ますので、それに対応した形になっております。 

 特徴的な部分としては、広告掲載に関して、Googleの場合ですと子供向けのアプリでは

認定広告のみ使用可能であり、Appleの場合ですと、そもそも分析広告機能は禁止するよ

うな形になっております。 

 また、特定データを扱うようなアプリに関しても個別に規約は定めておりまして、

Appleの場合ですと恐らくApple Watch等で健康フィットネスデータを取っている関係上、

そこに関しては細かく規約を整備しているような状況になっております。 

 違反アプリに関する罰則というところですが、基本的にGoogle、Appleともにまずはア

プリに対する罰則があって、その場合にはアプリの排除ですとか、非承認という形になり、

さらにその違反が重なると、もしくは悪質な違反の場合ですとアプリの削除だけではなく

て、デベロッパーのアカウント自体の削除ですとか、開発プログラムの除名という形でア

カウント自体を排除するような形になっていく形になります。 

 次に、これまでの規約であったり、Google、Appleの取組の変遷の部分になります。こ

ちらは大きく２つの観点で整理をしております。１つ目が先ほどまとめましたユーザーデ

ータの取扱いに関する規約という視点、２つ目がOS、Android、iOSにおけるユーザーデー
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タの取扱いの機能制限、若しくはユーザーによるコントロール機能の設定など、ユーザー

データの取扱いに関する機能の変遷という視点でまとめております。 

 ポイントだけ御説明いたしますと、先ほど申しましたようにプライバシーポリシーの設

置に関しては、最初は子供から義務化され、だんだん強化されていって、今年４月に全て

のアプリに対してプライバシーポリシーの設置が義務化されたところです。 

 また、アプリが取得する情報に関しても、昔は端末識別子が取れたのですが、そういう

ものも制限をされていったであったり、アプリが取得するデータに関しても様々制限がさ

れていっているような状況になっております。 

 基本的に大きな流れとしては、Appleが最初に規制をかけて、その２年から３年後に

Googleが後追いで同様の規制ですとか対応していくところが、全ての項目において見られ

る傾向になっております。OSに関するユーザーデータの取扱いに関しても、細かい内容に

なりますのでお時間のあるときにお読みいただければと思うのですが、最初は広告識別の

導入ですとか、端末識別子の使用制限というところがOSで規制をされて、あとは端末内で

Google、Appleともに、今ですとアプリごとにどういうデータにアクセス可能かというと

ころが設定できるようになっておりますし、最近ですと位置情報に関してです写真等に関

して、全体の共有ではなく１枚のみの許可ですとか、位置情報に関してもどのぐらいの精

度のものをアプリケーションに渡すのか、また常に渡すのか、今回の利用のときだけなの

か、若しくはそのアプリを立ち上げているときだけなのかというところで、情報ごとにア

プリに対する渡す粒度も細かく調整できるようになってきているところが、大きな流れに

なっております。 

 長くなりましたが、以上が今年のスマートフォン プライバシー アウトルックの報告

内容になります。 

【宍戸主査】  小竹様、ありがとうございました。これも大変貴重な資料を御報告いた

だいたかと思います。それでは本日残りの時間で、現在の小竹様からの御報告、あるいは

前の南島様の御報告も含めて、あるいは全体を通して結構ですが、御質問やコメントがあ

ればチャット欄で私にお知らせいただければと思います。 

 それでは佐藤構成員、お願いいたします。 

【佐藤構成員】  国立情報学研究所の佐藤でございます。丁寧な御説明ありがとうござ

います。 

 この調査も非常に価値のあるもので、これを受けてのコメントですが、プライバシーポ
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リシーに関して今回この調査で分かってきたことは、まだまだ低いレベルの部分が多々あ

ることを考えると、本ワーキンググループにおいて、ベストプラクティスを紹介するだけ

で良いのかというところがあって、低い層に対してそれを高める、底辺を上げる努力をと

いうか、その仕組みを、我々が考えなければいけないと考えております。 

 あと、それとその際に、今日のお話でGoogleとAppleで、例えばアプリの事業者に対し

て、規制ではないのですが方針を示すことによって改善されていった、またそのアプリの

先を先行していたというお話がありましたけれども、国として指針を示す部分と、プラッ

トフォーマーがアプリ事業者なり、ほかのそこに関わるエコシステム上に指導していくと

ころもあり得るので、我々がプラットフォーマーに対してどう改善を求めていくのか、規

制する対象というよりは、ある意味規制を行う手段としてプラットフォームを捉えること

も当然できるわけで、そのプラットフォーマーに対する我々に対する要望というものも、

今後議論していかなければいけないと非常に痛感したところでございます。いずれにして

も、丁寧な調査と御発表をありがとうございました。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。それでは次に小林構成員、お願いいたします。 

【小林構成員】  御説明ありがとうございました。野村総合研究所の小林でございます。

今日は出番がないかと思ったのですが、こちらについては少しだけお話しさせていただき

ます。 

 私は生貝構成員と一緒に、デジタル市場競争本部の会議もオブザーブしていた者で、先

日発表された競争評価の中間報告についても、若干ながら関与しておりました。それも少

し絡めてお話しさせていただきますと、今回のこの調査、もともとスマートフォン プラ

イバシー アウトルックということで、総務省が作られたものに対するモニタリングとい

うお話ですが、実態的にアプリ事業者が見ているのはGoogle、Appleが作られているこの

デベロッパーガイドラインのような基準でして、アプリ事業者としては、そこを突破でき

れば、Google、Appleの審査さえ突破できればビジネスができるということで、実態的に

は、残念ながら国の指針よりも、このプラットフォーム事業者のルールのほうが強制力・

拘束力を持っている側面があるのだと思います。 

 その意味で、先ほども前半の南島からの説明もありましたけれども、実際に何が動いて

いるのかということは、消費者と事業者の間で大分認知度にギャップがあったというとき

に、そこを取り持っているプラットフォーム事業者というのが、今はそれを全部アプリ提

供事業者等に全部任せてしまっており、我々の通知項目はこれなので、きちんとそれを説
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明しなさいということを言っているのがあって、果たしてそれが良いのかという際に、こ

れまでは、国の施策として働きかける対象というのは直接サービスを提供する事業者だっ

たわけですが、今後はここにGoogleなりAppleなり、モバイルOS提供者事業者のような、

実際にルールを作る又はプラットフォームとして媒介する事業者に対してもしっかり働き

かけをしていかなければいけないのだというのを、今回の検証結果も拝見して強く感じた

ところであります。 

 コメントでございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。それでは続きまして板倉構成員、お願いしま

す。 

【板倉構成員】  こちらも充実した調査をありがとうございました。 

 今の小林構成員のコメントと若干関係するところですが、小林構成員からもあったよう

に、それぞれ独自にチェックがあります。弁護士が見たプライバシーポリシーをGoogleや

Appleに出すと、謎の直され方をしたりします。言うことを聞かないと絶対通らないので

直すわけですが、そこがどうなっているのかというのはよく分からないので、次年度以降

もし定性的に聞ける機会があったら、GoogleやAppleとどのようなやり取りがあったかで

あったり、どんなことをどんなふうに直したかが情報として集積されると良いのではない

かと思います。 

 別にすごく理不尽なことを言われるわけではないのですが、「それ、直すの？」みたい

なのも入ったりして、よく分からない。全体的に見ると厳しくはなっていて、調べていた

だいたとおり様々な項目を書けということになっていますし、ポケモンGOのようなものも、

御説明には出なかったですけれど資金決済法や特定商取引法もできましたので、恐らくそ

れはGoogleやAppleが出せと言ったのだと思います。 

 そういう意味では、独自にユーザーに対して様々な情報を提供したりということはやっ

ていただいているとは思うのですが、必ずしも弁護士が使うようなポイントとは違うとこ

ろで言われたりするので、そこの情報が、来年以降項目に入れていただけると有益かとは

思いました。 

 以上です。 

【宍戸主査】  板倉構成員、特定アプリのユーザー目線での御発言も含めてありがとう

ございます。それでは古谷構成員、お願いします。 

【古谷構成員】  ありがとうございます。NACSの古谷です。スマホのプライバシーポリ
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シーの調査ということで、非常に実態が分かる調査で参考にさせていただきます。 

 私からは、29ページ目にあります利用者の権利利益の保護の観点で、これを調査項目に

入れていただいたことで、問題が明らかになった部分があるかと思いますので感謝申し上

げたいと思います。お聞きしたいのは、例えば最初からチェックマークがついて誘導する

ようなものというのは不当な表示に当たりますし、あるいは日本語以外の言語でのプライ

バシーポリシーは、これは掲載していないと同じに解釈できるのではないかと私自身は思

っております。 

 それを踏まえたときに、GoogleやAppleなど、プラットフォーマー側がこれを問題と認

識しているのかどうかということに関して、もし認識しているのであれば規約に反映する

かと思うのですが、見たところ規約には反映されていないようですし、あるいは規約に反

映されていなかったとしても、何らかの措置といいますか、対応されたのかどうかという

ところが分かれば教えていただきたいと思います。 

 その上で、もしプラットフォーマー側がこれを問題として認識していないのであれば、

問題であることを我々としては言っていかなければならないし、あるいはもしそのプラッ

トフォーマー側でこういったことが対応できないのであれば、何らかのルールなりを視野

に入れた検討もしなければいけないと思っております。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは次に森構成員、お願いします。 

【森構成員】  御説明ありがとうございました。これも非常に重要な御調査だったと思

います。特に定点観測です。もう９回目ということで、SPOだけだともう少し少ないのか

もしれませんけれども、もともとのSPIが2012年ですから10年にわたってやっていただい

ているということで、その間特にプラットフォーマーの自主規制等の取組によってアプリ

のプライバシーポリシーの掲載率が向上したようなことがはっきりしました。ありがとう

ございます。 

 今日伺ったお話で重要なこととして、一つはアプリのプライバシーポリシー掲載率は上

がりましたが、自己申告でやるとどのぐらい真実なのかというところで、メディアによる

調査などがあるということがありましたので、その辺りは今後もSPOのテーマとして御調

査をいただければと思います。 

 昔話をさせていただくと、総務省としては、2012年から、アプリの外部送信の問題に、

このように取り組んできたわけです。つまり、アプリの外部送信がウェブの外部送信に先
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行していたわけです。当時、SPIは拘束力のないガイドラインで、したがってあまりアプ

リのプライバシーポリシー掲載というのが広がっていかなかったわけですが、いずれは電

気通信事業法に入って強制力を持つルールとしてアプリのプライバシーポリシーが広がっ

て、どのようなデータを外部送信しているのかについて皆さんに知らせると、ユーザーに

知らせるとなるのかと思っていましたが、どちらかというとプラットフォーマーに先んじ

られてしまったということです。そして今回、10年越しでようやく法制化されたと思った

わけですけれども、そのタイミングで、これは個人情報保護法でやれと言われて驚いたと

ころがあります。このように10年前からアプリの外部送信を総務省でやっていたわけで、

その間全くそんなことを言われなかったわけですけれども、突然言われて驚きましたとい

うことを、若干愚痴として申し上げておこうと思います。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。それで寺田構成員から、チャット欄で書いて

おられますけれども、せっかくなので御発言いただけますか。 

【寺田構成員】  すみません。ありがとうございます。こちらももう本当に毎年毎年、

細かく調べていただいていて、世の中が利用者情報に関してにぎやかになると、皆さん対

応するという流れというのもよく見えるようなパターンだと思って、毎年見させていただ

いております。今後とも、この調査というのはずっと続けていただければと思います。 

 今回新しく、英語で書かれている、日本語で書かれている、あるいはあらかじめチェッ

クが入っているようなところの話が追加されたわけですが、恐らく必要になってくるのが

ダークパターンだと思います。特にスマートフォンの場合は操作が煩雑になりやすいとい

うことで、オプトアウトであったり、こういったところをやりにくいことがよくあります。

そもそも、ボタンの場所に問題があったりとか、こういったところのダークパターンとい

うものを次の段階ではきちんと見ていかなければいけないのだろうと思っています。 

 ただ、そのためにダークパターンとは何かということが、日本ではまだほとんど議論さ

れていませんので、そこを明確にしていくことが前提として必要になってくるのかと思っ

ています。 

 以上になります。ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。太田構成員、お願いします。 

【太田構成員】  ありがとうございます。少しですけれども、今回注目させていただい

た点として、右肩19ページのプラポリの内容分類というところがあると思うのですけれど
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も、そちらで国内事業者は60％が会社サービス全体のプライバシーポリシーだけであり、

スマホアプリを意識した記載になっていないというところが示されていると思います。 

 これは、先ほどの南島様からのお話と合わせて考えると、おそらく先ほどの南島様の話

のことをやっているというのは、現状ではほとんどゼロに近いのかと思っており、かつそ

こに行く前にスマホアプリを意識した記載にもなっていないのがほとんどであるという結

果になっているところを受けて、スマホアプリでどういう情報を収集して何に使っている

のか、どこに外部送信しているのかというところを、きちんと対応していくようなルール

づくりというのが必要なのかと思いました。 

 先ほどの内容と合わせると、現状からいきなりダッシュボードを作れというのは、かな

り厳しい話なのだろうということはこの調査からも明らかだと思っており、第一段階とし

て、きちんとこのスマホアプリを意識した記載になるようにする、何のためにどういう情

報を取得しているのか、どこに外部送信しているのか、それをやめたい人はやめられるよ

うにするところを、きちんと確実にできるようなルール化が必要なのではないかと改めて

思いました。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。一通り御発言の御希望を承ってコメントをい

ただいたと思いますけれども、小竹さんから何かここまでのところで今、御発言しておき

たいこととかございますか。 

【小竹氏】  Google、Appleとの関係につきましては、スマートフォン プライバシー 

イニシアティブを作成した段階であったり、この初期の頃には、GoogleやAppleにもヒア

リングをし、Google、Appleの内部での審査の詳細な仕組みは教えていただけなかったの

ですが、人手でチェックしているのか、機械でチェックしているのかですとか、そのよう

なところは総務省及び、そのとき事務局をやっていた日本綜合研究所含めて情報交換でき

ておりましたので、そのような関係がGoogle、Appleとまた構築できると良いのかと感じ

たところになっております。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。ぜひこの問題は今回、新しく電気通信事業法

の法改正案も出ていることもございますので、それも含めて１度、両OS事業者と、「この

ようにSPOを進めてきたけれども、そこでこのような数字が出ているが、どう思うか」な

どについて、事務局とやり方を相談しながらコミュニケーションをさせていただくと有意

義なことになるのかと私も思いましたので、少し取扱いを検討させていただきたいと思い
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ます。 

 本日は、南島様、小竹様から非常に貴重な御報告をいただき、また非常に有益な議論が

できたかと思います。予定した議事はここまででございますので、事務局から連絡事項が

あればお願いしたいと思います。 

【丸山消費者行政第二課課長補佐】  事務局です。本日も御議論等いただきましてあり

がとうございました。次回会合につきましては、また事務局から御連絡いたします。 

 事務局からは以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。これにて本日の議事は全て終了となります。 

 以上をもちまして、プラットフォームサービスに関する研究会プラットフォームサービ

スに係る利用者情報の取扱いに関するワーキンの第12回会合を終了とさせていただきます。

お忙しい中御出席いただきありがとうございました。これにて散会いたします。 

 


